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障害者虐待防止法に係る

大阪府内の対応状況について

【抜粋】

資料１



平成28年度（平成28年4月～平成29年3月）
大阪府内及び全国の障がい者虐待の対応状況

●（ ）内は、平成27年度（平成27年4月～28年3月）の対応状況。
●労働局での対応について、相談受理件数は都道府県からの労働相談票の報告と労働局部署での把握件数を含む。
※施設・被虐待者の人数については、被虐待者を特定できなかった1件の人数を除く。
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大阪府の状況
～養護者・施設従事者・使用者の比較～
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～通報・届出・相談者の割合の比較～
＜H28年度大阪府の状況＞

※グラフは、府内の通報件数の養護者908件、施設従事者240件、使用者67件に対するそれぞれの割合を表す。
※空欄は、調査項目に選択肢がないもの。

※「施設・事業所の職員」の項目については、施設従事者虐待は当該以外の施設・事業所職員、当該施設・事業所の設置者・管理者、職
員、元職員、実習生を合算。使用者虐待では施設・事業所職員、当該事業所管理者からの通報を合算。 3



虐待類型との関係

＜H28年度大阪府の状況＞

※複数の虐待類型がある場合には、それぞれの項目に重複して計上してい
る。
※割合については、養護者201件・施設従事者53件・使用者52件それぞれの
虐待認定件数に対する割合を示す。
※以下、使用者については、労働局で認定した府内全体の虐待件数の内訳。 4

・養護者および施設従事者等では「身体的虐待」の割
合が最多に対し、使用者では「経済的虐待」が最多。



被虐待者の障がい種別との関係

※重複障がいのある方は、該当する項目にそれぞれ計上している。
※施設従事者虐待は、被虐待者数が特定できなかった1件を除く52件
に関する人数。以下同様。

＜H28年度大阪府の状況＞
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・養護者では「知的障がい」、次いで「精神障がい」の割合が高い。
・施設従事者等・使用者では「知的障がい」の割合がかなり高い。



＜H28年度大阪府の状況＞

被虐待者の性別・年齢
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・性別では、養護者では女性の被虐待者が多く、施設従
事者等では男性の方が多い。
・年齢では、養護者は「40～49歳」、次いで「50～59歳」、
施設従事者等では、20代以下が48.5％で、施設従事者に
よる虐待の方が若い方が被虐待者になっている割合が
高い。



行動障がいとの関係

・行動障がいとの関係では、被虐待者のうち養護者では24.9％、施設従事者等では44.1％の方が
「行動障がいがある」という結果であった。

＜H28年度大阪府の状況＞
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＜H28年度大阪府の状況＞

虐待者の年齢

・養護者では、60歳以上の割合が高いことに対し、施設従事者では30～39歳の割合が高い。
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養護者・施設従事者・使用者
それぞれの傾向
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養護者による虐待について
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（H28）都道府県別にみた養護者による障がい者虐待
＜養護者による虐待＞

※虐待判断件数順
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通報・届出・相談者の内訳

＜養護者による虐待＞

※複数回答有
※通報件数：H26 年度770件、H27年度865件、H28年度908件
※グラフ内の数字が空欄のものについては、当該年度の調査で、調
査項目自体が無かったものを表す。
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・通報・相談・届出受理から事実確認を行うまでの日数
は、事実確認調査を行った623件のうち、「0日から2日ま
で」が426件（68.4％）、「3日以上」が197件 （31.6％） 12



虐待の類型・被虐待者の障がい種別

※複数回答有
※虐待と判断した（または受けたと思われた）件数：
H26年度272件、H27年度257件、H28年度201件の内数
※虐待の程度が軽度とは「生命・身体・生活への影響」、中度とは「生命・身体・生活に著しい影響」、重度とは「生命・身体・生活に関する
重大な危険」に相当。

＜養護者による虐待＞
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・H26～H28にかけて、虐待類型では「身体的虐待」が最多。被
虐待者の障がい種別では、H26は「精神障がい」が最多だった
が、H27、H28は「知的障がい」、次いで「精神障がい」が多い。
・H28全国では、被虐待者が「知的障がい」の割合が最多。
・虐待の程度では、軽度が約6割。（全国では軽度が約5割）



被虐待者からみた虐待者の続柄
＜養護者による虐待＞
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・「母」が最多、次いで「父」（H27、H28）。
・「夫」がH26から減少傾向。
・「その他」の内訳では、「内縁」や「交際相手」が多い。



＜クロス集計＞被虐待者の障がい種別×虐待の類型

＜養護者による虐待＞
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・被虐待者の障がい種
別が「身体障がい」に
おいては、他の障がい
種別に比べて「放棄、
放置」の割合が高い。

・被虐待者の障がい種
別が「知的障がい」に
おいては、他の障がい
種別と比べて「経済的
虐待」の割合が高い。

・被虐待者の障がい種
別が「精神障がい」に
おいては、他の障がい
種別に比べて「身体的
虐待」の割合が高い。

※重複あり。
※虐待者の続柄は上位を抜粋。

＜クロス集計＞被虐待者の障がい種別×虐待者の続柄

・被虐待者の障がい
種別が「身体障がい」
においては虐待者の
続柄が「母」の割合が、
「知的障がい」におい
ては「母」、次いで
「父」の割合が高い。

・被虐待者の障がい
種別が「精神障がい」
では、虐待者の続柄
が「夫」の割合が高く、
約半数。



＜クロス集計＞被虐待者の障がい種別×通報者（認定された件数）
＜養護者による虐待＞
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・被虐待者の障がい種
別が「身体障がい」、
「知的障がい」では、
「相談支援専門員」や
「施設・事業所の職員」
からの通報の割合が
高い。

・被虐待者の障がい種
別が「精神障がい」で
は、「警察」からの通報
が最も多く、他の障が
い種別と比べて、「相
談支援専門員」や「施
設・事業所の職員」か
らの通報の割合が低
い。

※重複あり。

※通報者（認定された件
数）は上位を抜粋。

＜クロス集計＞虐待者の続柄×虐待類型

・虐待者の続柄が
「母」では、「放置、放
棄」、「経済的虐待」の
割合が他の続柄にl比
べて高い。

・虐待者の続柄が
「夫」、「父」では、「身
体的虐待」の割合が
高い。



その他の状況について
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＜養護者による虐待＞



障がい者福祉施設従事者等による
虐待について
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（H28）都道府県別にみた障がい者福祉施設従事者等
による障がい者虐待

※虐待判断件数順

＜施設従事者等による虐待＞
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通報・届出・相談者の内訳

※複数回答有
※通報件数：H26年度147件、H27年度221件、H28年度240件の内訳
※「相談支援専門員・施設従事者等」については、相談支援専門員と当該以外の施設従事者等を合算。

＜施設従事者等による虐待＞
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虐待の類型・被虐待者の障がい種別

※複数回答有
※虐待類型：虐待認定件数H26年度27件、H27年度45件、H28年度53件の内訳
※障がい種別：被虐待者数H26年度53人、H27年度80人、H28年度68人の内訳（被虐待者数が特定できなかった1件を除く52件の事例を集計）

＜施設従事者等による虐待＞
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・H28では、虐待類型では「身体的虐待」が最多。被虐待者の
障がい種別では、「知的障がい」が最多。（全国も同様。）
・虐待の程度は府では「軽度」が約7割。（全国の割合もほぼ
同様。）



障がい者福祉施設従事者等による障がい者虐待が認められた事業所種別

＜施設従事者等による虐待＞
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障がい者福祉施設従事者等による障がい者虐待が認められた事業所種別

＜施設従事者等による虐待＞



虐待を行った障がい者福祉施設従事者等の職種
＜施設従事者等による虐待＞
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使用者による虐待について
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通報・届出・相談者の内訳
＜使用者による虐待＞
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※複数回答有
※通報件数：H26年度33件、H27年度67件、H28年度67件



平成28年度「大阪労働局における使用者による
障がい者の虐待状況等について」
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（１）使用者による障がい者虐待が認められた事業所・事業所の業種

（２）被虐待者の障がい種別

（３）虐待の類型

●大阪労働局に寄せられた使用者による障がい者虐待の通報・届出のあった事業所は、
104事業所。
●内、労働関係法令に基づき調査等を行い、使用者による障がい者虐待が認められた
事業所は、52事業所。



平成28年度大阪府の障がい者虐待対応状況の傾向
＜まとめ＞
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• 通報：「警察」の割合が521人（57.4%）と最も多く、次いで「相談支援専門員」が93人（10.2%）。
• 虐待類型：「身体的虐待」の割合が118件（58.7%）と最も多く、次いで「心理的虐待」が71件（

35.3%）。
• 被虐待者の障がい種別：「知的障がい」が114人（56.7%）と最も多く、次いで「精神障がい」が

77人（38.3%）。
• 被虐待者からみた虐待者の続柄は、「母」が48人（21.4%）と最も多く、次いで「父」が40人（

17.9%）、「夫」が39人（17.4%）。

●養護者虐待

●施設従事者虐待

●使用者虐待

• 通報：当該施設・事業所の設置者・管理者、職員、元職員を合わせた、施設・事業所関係
者からの通報が増加、通報件数全体に占める割合は約3割。

• 虐待類型：身体的虐待が30件（56.6％）、心理的虐待が26件（49.1％）、「性的虐待」が6件
（11.3％）、「介護・世話の放棄・放置」が5件（9.4％）、「経済的虐待」が2件（3.8％）。

• 通報：「本人による届出」が31件（46.3%）と最も多い。通報計67件のうち、虐待の疑いがある
として、大阪府より大阪労働局へ報告したのは16件（事業所）。


